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連結株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から 2020年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 824,315 935,720 2,975,302 △304,058 4,431,280

当期変動額

剰余金の配当 － － △90,175 － △90,175

親会社株主に帰属
する当期純利益

－ － 219,943 － 219,943

自己株式の取得 － － － △170,950 △170,950

自己株式の処分 － △29,061 － 247,730 218,668

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ △3,200 － － △3,200

持分法の適用範囲の変動 － － 2,219 － 2,219

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

－ － － － －

当期変動額合計 － △32,261 131,986 76,779 176,504

当期末残高 824,315 903,459 3,107,289 △227,279 4,607,784

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分
純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

当期首残高 186,730 10,176 1,683 4,629,870

当期変動額

剰余金の配当 － － － △90,175

親会社株主に帰属
する当期純利益

－ － － 219,943

自己株式の取得 － － － △170,950

自己株式の処分 － － － 218,668

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

－ － － △3,200

持分法の適用範囲の変動 － － － 2,219

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△96,427 △6,633 △1,683 △104,743

当期変動額合計 △96,427 △6,633 △1,683 71,760

当期末残高 90,303 3,542 － 4,701,630
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

　１．連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　 ①連結子会社の数 11社

　 ②主要な連結子会社の名称

スターティア株式会社、スターティアラボ株式会社、

スターティアレイズ株式会社、Startia Asia Pte. Ltd.、

スターティアウィル株式会社、Mtame株式会社、

ビーシーメディア株式会社、株式会社エヌオーエス、

上海思達典雅信息系統有限公司、台灣思達典雅股份有限公司、

Worktus株式会社
　
　 (2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、上海思達典雅信息系統有限公司、Startia Asia Pte.

Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

　

　２．持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

　 ①持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数 ２社

　 ②主要な会社等の名称

　 関連会社

株式会社MACオフィス、株式会社アーバンプラン

　なお、西安思达典雅軟件有限公司については、株式を一部売却したこと

により持分法適用の範囲から除外しております。
　

　 (2) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　 該当事項はありません。
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　３．会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

　 ②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 原材料

　 総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

　 ①有形固定資産

　 定率法によっております。

　 ただし、建物については定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物

車両運搬具

７年～34年

２年～６年

工具、器具及び備品 ３年～20年

　 ②無形固定資産

　 ソフトウエア

　定額法（自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可

能期間「３年～５年」に基づく定額法）によっております。

　 (3) のれんの償却方法及び償却期間

　 20年以内の合理的な期間で規則的に償却しております。
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　 (4) 重要な引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

　 ②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度の賞与支給見

込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

　 ③役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度の賞与支給見込

額の当連結会計年度負担額を計上しております。

　 ④株式給付引当金

　従業員株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当連結会計

年度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

　 ⑤役員株式給付引当金

　役員株式給付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当連結会計年

度末における株式給付債務の見込額を計上しております。

　 (5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ①外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。

　 ②消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。
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（追加情報）

①株式給付信託（J-ESOP）

　当社は、2019年５月28日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と一定

以上の職責を担う当社の従業員及び当社グループ会社の従業員（以下、「従業員」と

いいます。）の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有すること

により、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して

自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、

「J-ESOP」といいます。）を導入しております。

J-ESOPは、予め当社及び当社の子会社が定めた従業員株式給付規程に基づき、一

定の要件を満たした従業員に対し当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当

の金銭（以下「当社株式等」といいます。）を給付する仕組みです。

当社及び当社の子会社は、従業員に対し会社業績等に応じてポイントを付与し、

一定の条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等

を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭によ

り将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

J-ESOPの導入により、従業員の株価及び業績向上への関心が高まり、これまで以

上に意欲的に業務に取り組むことに寄与することが期待されます。

当社及び当社の子会社は、J-ESOPの導入に際し、従業員株式給付規程を制定して

おります。

当社は、従業員株式給付規程に基づき、従業員に将来給付する株式を予め取得す

るために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭を原資として

当社株式を、取引所市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法により

取得します。なお、J-ESOPに係る信託Ｅ口の2020年３月31日現在の保有株式数は

210,000株であります。
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②株式給付信託（BBT）

　当社は、2019年６月20日開催の株主総会決議に基づき、新たに株式報酬制度「株

式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「BBT」といいます。）を導入

しております。

　BBTは、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、BBTに基づき設

定される信託を「本信託」といいます。）を通じて取得され、対象役員に対して、当

社及び当社の子会社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を

時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。

　当社及び当社の子会社は、BBTの導入に際し、役員株式給付規程を制定しておりま

す。

　当社は、役員株式給付規程に基づき、それぞれの株主総会で承認を受けた範囲内

で金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭を原資として当社株式を、取引所

市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法により取得します。なお、

BBTに係る信託Ｅ口の2020年３月31日現在の保有株式数は121,300株であります。

― 6 ―

2020年05月27日 01時23分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 373,946千円

（連結損益計算書に関する注記）

　 減損損失

　 当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 減損損失（千円）

デ ジ タ ル マ ー ケ テ ィ ン グ
関 連 事 業

工具、器具及び備品 2,208

ソフトウエア 151,461

その他 704

合計 154,373

資産のグルーピングは、管理会計上の区分に基づき実施しております。また、処

分予定の資産や事業の用に供していない遊休資産等については、個々の資産ごとに

減損損失の認識の判定及び測定を決定しております。

減損損失の測定における回収可能価額は使用価値によっておりますが、当該資産

の減価償却残存期間においては将来キャッシュフローが見込まれないことから、当

該資産の帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 10,240,400 － － 10,240,400

　

　２．配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2019年５月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 59,454千円 6.00円
2019年
３月31日

2019年
６月21日

2019年11月８日
取締役会

普通株式 利益剰余金 30,721千円 3.00円
2019年
９月30日

2019年
12月16日

(注)2019年５月15日取締役会決議による配当金の総額には、信託E口が保有する自社の株式に対する配
　 当金863千円を含めております。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年５月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 61,442千円 6.00円
2020年
３月31日

2020年
６月18日
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（金融商品に関する注記）

　１．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、デジタルマーケティング関連事業、ITインフラ関連事業、

CVC事業、海外関連事業といった、ITに関するトータルソリューションを提供し

ており、当該サービスから発生する資金負担の可能性に備えるため、手許流動

性の維持に加え、金融機関からの借入によって資金調達をし、資金需要に備え

ております。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延

債権については、定期的に各担当営業部長へ報告され、個別に把握及び対応を

行う体制としております。

　営業投資有価証券は、主に株式、出資金等であり、純投資目的及び事業推進

目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の

変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、その他有価証券に区分される株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体の

財務状況等を把握することで減損懸念の早期把握や軽減を図っております。

　差入保証金については、主に事業所の賃借物件に係る敷金であり、差入先の

信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、差入先ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を

図っております。

　営業債務である買掛金、及び経費等の未払金は、ほぼ全てが３ヶ月以内の支

払期日であります。

　長期借入金は、主に運転資金及び設備投資等を目的とした借入金であります。

　 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより当該価

額が変動することもあります。
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　２．金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは、次表には含まれておりません。詳細につきましては、「(注)2」をご

参照ください。

連結貸借対照表

計上額(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 3,414,998 3,414,998 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,079,127 2,079,127 －

　 貸倒引当金 △124,618 △124,618 －

1,954,509 1,954,509 －

(3) 投資有価証券 158,373 158,373 －

(4) 差入保証金 177,212 177,212 －

資産計 5,705,093 5,705,093 －

(1) 買掛金 763,026 763,026 －

(2) 未払金 343,322 343,322 －

(3) 長期借入金(※) 1,112,589 1,107,435 △5,154

負債計 2,218,939 2,213,785 △5,154

(※)１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(注) 1. 金融商品の時価の算定方法は次のとおりであります。
　 資産
　 (1)現金及び預金、並びに (2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

　 (3)投資有価証券
　 時価について、株式は取引所の価格によっております。
　 (4)差入保証金

差入保証金の時価は、差入先ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切
な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　 負債
　 (1)買掛金、並びに (2)未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

　 (3)長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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　 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

営業投資有価証券

非上場株式(※1) 131,675

投資有価証券

非上場株式 626,833

差入保証金

営業保証金(※2) 11,805

　 ※1. 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、時価開示の対象としておりません。

2. 営業保証金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られるため、時価開示の対象としておりません。

　 3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額は、次のとおりであります。
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

現金及び預金 3,414,998 －

受取手形及び売掛金 2,079,127 －

差入保証金 － 189,018

（１株当たり情報に関する注記）

　(1) １株当たり純資産額 478円24銭

　(2) １株当たり当期純利益 22円45銭
(注)1．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　 当期純利益 219,943千円

　 普通株主に帰属しない金額 －千円

　 普通株式に係る当期純利益 219,943千円

　 期中平均株式数 9,798,166株
2．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり

当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、
１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めておりま
す。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は442,234株であ
り、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は409,211株でありま
す。

― 11 ―

2020年05月27日 01時23分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



株主資本等変動計算書

（2019年４月１日から
2020年３月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他
利益
剰余金

当期首残高 824,315 809,315 164,986 810 2,253,824 △304,058 3,749,194

当期変動額

剰余金の配当 － － － － △90,175 － △90,175

当期純損失 － － － － △158,799 － △158,799

自己株式の取得 － － － － － △170,950 △170,950

自己株式の処分 － － △29,061 － － 247,730 218,668

株主資本以外の
項目の当期
変動額（純額）

－ － － － － － －

当期変動額合計 － － △29,061 － △248,975 76,779 △201,257

当期末残高 824,315 809,315 135,925 810 2,004,849 △227,279 3,547,936

　
評価・換算
差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

当期首残高 186,432 3,935,626

当期変動額

剰余金の配当 － △90,175

当期純損失 － △158,799

自己株式の取得 － △170,950

自己株式の処分 － 218,668

株主資本以外の
項目の当期
変動額（純額）

△97,936 △97,936

当期変動額合計 △97,936 △299,193

当期末残高 88,496 3,636,433
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　１．資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 ①子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法

　 ②その他有価証券

　 時価のあるもの

　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法

により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 貯蔵品

　 総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

　２．固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産

　 定率法によっております。

　 ただし、建物については定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物

車両運搬具

８年～15年

５年

工具、器具及び備品 ３年～20年

　 (2) 無形固定資産

　 ソフトウエア

定額法（自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期

間「５年」に基づく定額法）によっております。

― 13 ―

2020年05月27日 01時23分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



　３．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌事業年度の賞与支給見込額の当

事業年度負担額を計上しております。

　 (3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、翌事業年度の賞与支給見込額の当事

業年度負担額を計上しております。

　 (4) 株式給付引当金

　従業員株式給付規定に基づく当社株式の給付に備えるため、当事業年度末に

おける株式給付債務の見込額を計上しております。

　 (5) 役員株式給付引当金

　役員株式給付規定に基づく当社株式の給付に備えるため、当事業年度末にお

ける株式給付債務の見込額を計上しております。

　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 (1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

　 (2) 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

（追加情報）

①株式給付信託（J-ESOP）

　当社は、2019年５月28日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と一定

以上の職責を担う当社の従業員及び当社グループ会社の従業員（以下、「従業員」と

いいます。）の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有すること

により、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して

自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」を導入して

おります。

株式給付信託（J-ESOP）は、予め当社及び当社の子会社が定めた従業員株式給付

規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対し当社株式及び当社株式を時価で

換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）を給付する仕組みで

す。
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当社及び当社の子会社は、従業員に対し会社業績等に応じてポイントを付与し、

一定の条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等

を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭によ

り将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

株式給付信託（J-ESOP）の導入により、従業員の株価及び業績向上への関心が高

まり、これまで以上に意欲的に業務に取り組むことに寄与することが期待されます。

当社及び当社の子会社は、株式給付信託（J-ESOP）の導入に際し、従業員株式給

付規程を制定しております。

当社は、従業員株式給付規程に基づき、従業員に将来給付する株式を予め取得す

るために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭を原資として

当社株式を、取引所市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法により

取得します。なお、株式給付信託（J-ESOP）に係る信託Ｅ口の2020年３月31日現在

の保有株式数は210,000株であります。

②株式給付信託（BBT）

　当社は、2019年６月20日開催の株主総会決議に基づき、新たに株式報酬制度「株

式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」を導入しております。

　株式給付信託（BBT）は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以

下、株式給付信託（BBT）に基づき設定される信託を「本信託」といいます。）を通

じて取得され、対象役員に対して、当社及び当社の子会社が定める役員株式給付規

程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通

じて給付される株式報酬制度です。

　当社及び当社の子会社は、株式給付信託（BBT）の導入に際し、役員株式給付規程

を制定しております。

　当社は、役員株式給付規程に基づき、それぞれの株主総会で承認を受けた範囲内

で金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭を原資として当社株式を、取引所

市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法により取得します。なお、

株式給付信託（BBT）に係る信託Ｅ口の2020年３月31日現在の保有株式数は121,300

株であります。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 154,888千円

　２．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務が属す

る項目ごとの金額は、次の通りであります。

売掛金 92,635千円

未収入金 49,395千円

貸倒引当金 10,000千円

未払金 24,169千円
　
（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

　営業取引（収入分） 1,006,571千円

　営業取引（支出分） 9,341千円

　営業取引以外の取引(収入分) 732千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　 自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 475,211 331,300 397,300 409,211

(注)１.当事業年度末の自己株式数には、株式給付信託（従業員持株会処分型）、株式給付信託
(J-ESOP)及び株式給付信託(BBT)の信託財産として、信託E口が保有する当社株式がそれぞれ
77,900株、210,000株、121,300株含まれております。

２.普通株式の自己株式数の増加331,300株は、株式給付信託(J-ESOP)及び株式給付信託(BBT)の
導入に伴い、信託E口が当社株式をそれぞれ210,000株、121,300株取得したことによります。

３.普通株式の自己株式数の減少397,300株は、信託E口から当社従業員持株会への当社株式の売
却による減少66,000株、株式給付信託(J-ESOP)及び株式給付信託(BBT)の導入に伴い、当社
から信託E口に対して自己株式の処分を行ったことによる減少331,300株であります。
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（税効果会計に関する注記）

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（繰延税金資産）

　 賞与引当金 4,596千円

　 未払事業税 1,767千円

　 未払費用 1,069千円

　 投資有価証券評価損 79,393千円

　 差入保証金(資産除去債務) 5,847千円

　 その他有価証券評価差額金 3,164千円

　 関係会社株式（会社分割に伴う承継会社株式） 80,011千円

　 株式報酬費用 3,316千円

　 関係会社貸倒引当金 3,062千円

　 株式給付引当金 1,390千円

　 関係会社株式売却損 37,837千円

　 関係会社株式評価損 2,817千円

　 その他 779千円

　 繰延税金資産小計 225,052千円

　 評価性引当額 △136,828千円

　 繰延税金資産合計 88,223千円

（繰延税金負債）

　 その他有価証券評価差額金 △25,587千円

　 繰延税金負債合計 △25,587千円

　 繰延税金資産（負債）の純額 62,636千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

１． 子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)役員

の
兼任
等

事業
上
の関
係

子会社
スターティア
株 式 会 社

東京都
新宿区

90,000
IT

インフラ
関連事業

所有
直接
100.0

兼任
１名

経営
指導

経営
指導料
（注１）

764,722 売掛金 70,377

貸付金の
回収

（注２)

500,000
短期
貸付金

―

債権
回収
代行等
（注３）

643,884未払金 21,699

子会社
スターティアラボ
株 式 会 社

東京都
新宿区

150,000
デジタル
マーケティング
関連事業

所有
直接
100.0

兼任
１名

経営
指導

経営
指導料
（注１）

241,849 売掛金 22,257

子会社
スターティアレイズ
株 式 会 社

東京都
新宿区

90,000
IT

インフラ
関連事業

所有
直接
100.0

兼任
１名

資金
貸付

子会社へ
貸付

（注２)

50,000

一年内
回収長
期貸付
金

50,000

(注) 1. 経営指導料は契約により決定しております。
2. 資金の貸付の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
3. 債権回収代行等については、子会社の営業債権等の回収代行につき記載しております。
4. 経営指導料の取引金額には消費税等が含まれておらず、債権回収代行等の取引金額には消

費税等が含まれております。期末残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報に関する注記）

　(1) １株当たり純資産額 369円89銭

　(2) １株当たり当期純損失 16円21銭
(注)1．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　 当期純損失 158,799 千円

　 普通株主に帰属しない金額 － 千円

　 普通株式に係る当期純損失 158,799 千円

　 期中平均株式数 9,798,166 株
2．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり

当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、
１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めておりま
す。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は442,234株であ
り、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、409,211株であり
ます。
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